
新年度予算
総予算
3,883億4,456万2,000円
■財政規模

　3月市議会は会期の前半の数日間で、平成28年度の補正予算を含む議案を審議し、
残りの後半で平成29年度の当初予算を含む議案を審議する重要な議会でもあります。
　平成28年度は3月31日までなので、一部の予算が来年度に繰越し措置が取られる
ことになり、その使い道を明確にすることも大切です。
　また、平成29年度当初予算は市全体の1年間の事業・費用を決めることであり、
その計画を基に行政運営されることになります・・・・

平成２9年第１回（３月）川口市議会定例会
（２月24日～３月24日までの29日間）

　一般会計におきましては、対前年度当初比２．９％増
の１，９１６億２，０００万円、特別会計は１２会計で、対前
年度当初比１．３％増の１，５８０億６，６５６万２千円、企
業会計は２会計で、対前年度当初比２．８％増の３８６
億５，８００万円となり、全会計では、対前年度当初比
２．２％増の３，８８３億４，４５６万２千円となりました。
※平成29年度川口市当初予算を前年度比較したものです。
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総予算介護保険
9.0％

国民健康保険
18.7％

水道
4.8％病院

5.2％

区画整理
2.1％

下水道
3.4％

小型自動車
5.9％

1.6%

後期高齢者医療／看護学校／東口駐車場／用地取得／西口駐車場／
交通共済／学童共済

企業会計
10.0％

一般会計
49.3％

歳 出歳 入

繰越金1.3％一般会計
歳入 歳出
1,916億
2,000万円
（前年度対比2.9％増）

県支出金
5.1％

2.1％

分担金及び負担金
地方譲与税
財産収入
地方特例交付金
株式等譲渡所得割交付金
配当割交付金
自動車取得税交付金
利子割交付金
交通安全対策特別交付金
寄附金
ゴルフ場利用税交付金

繰入金
4.9％

使用料及び
手数料3.1％

地方交付税1.8％

諸収入2.7％

地方消費税交付金
4.2％

市債
8.0％

国庫支出金
18.9％

市税
47.9％

民生費
45.3％

総務費
6.7％

教育費
15.4％

衛生費
10.5％

土木費
10.1％

公債費
7.3％

農業費0.5％
議会費0.5％
商工費0.4％
労働費0.2％
予備費0.1％
諸支出金0.0％

消防費
3.0％

特別会計
40.7％
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●一般会計歳入歳出総額：1,916億2,000万円（前年度対比2.9%54億円増）

●特別会計歳入歳出総額：1,580億6,656万2千円（前年度対比1.3%19億5,685万4千円増）

●企業会計歳入歳出総額：386億5,800万円（前年度対比2.8%10億6,800万円増）

　歳入においては、地方を取り巻く厳しい財政情況の中にありながらも、地域の実情に合った最適な行政サービ
スを実行することを目指し、効率的で質の高い行政の実現、成果重視の行政の推進、市民に対する説明責任の履
行を念頭に事業の取捨選択を行い、限られた財源の重点的・効率的・効果的な配分を基本としながら、安全・安心の
確保、市内産業の活性化、子育て支援の充実など、「川口の元気づくり」を実現するための施策を中心に予算編成
が行われています。
　また、歳入については、市税において、景気や雇用環境の回復基調を踏まえ、収納率の向上にも努めていること
から、個人市民税・固定資産税等において若干の増収を見込み、市税全体として0.4パーセントの増を見込んでい
ます。このほかの歳入につきましては、前年度の実績等を勘案し普通交付税を計上するほか、借入金である市債
を抑制し、財源不足には基金を活用するなど、一般財源の確保が依然として厳しい中で、健全財政に配慮した予
算編成となっています。

平成29年度川口市の予算
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■平成29年度 予算総括表

一 　 般 　 会 　 計

（単位：千円）
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平成29年度川口市一般会計歳入歳出状況
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■平成29年度 新規事業概要-1 （単位：千円）

担　当　課 事　業　名 事　　業　　概　　要 予 算 額

独立行政法人都市再生機構が本市から全面借地方式で建設した栄町及び幸
町市街地施設付住宅の借地契約期間が満了を迎えるにあたり、建物の除却に
向けての必要な経費を計上するもの

平成30年度の中核市移行に伴う、母子父子寡婦福祉資金貸付事業の準備に
かかる経費を計上するもの

グリーンセンターの開園50周年にあたり、記念事業を実施するとともに、老
朽化した施設の補修等を行うもの

平成21年度に策定した川口市バリアフリー基本構想について、整備事業目
標年次の10年間が平成30年度で満了することから、基本構想改定に向けた
検討を行うもの

JR東日本が実施する、ホームドア整備事業に要する費用の一部を補助するもの
対象駅／川口駅・西川口駅

障害者基本法に基づき策定した「川口市障害者福祉計画」及び障害者総合支
援法に基づき策定した「第4期川口市障害者自立支援福祉計画」が平成29年
度をもって終了することから新たな計画を策定するもの

生活困窮者及び生活保護受給者又はひとり親家庭の子どもに対して学習支援、
生活習慣の習得支援及び食事の提供等を行うもの

川口市いじめを防止するためのまちづくり推進条例に基づき、いじめの防止、
早期発見及び対応を行うための対策を実施するもの

保健師等の配置を充実させ、妊娠期から子育て期に渡るまでの母子保健や育
児に関する様々な悩み等に円滑に対応するもの

市内産業における若年労働者をはじめとする労働者の確保を推進し、人材の
育成、地元就労の促進を図るもの

川口市中小企業振興条例に基づく川口市産業振興指針を、第5次川口市総合
計画に合わせ、改定するもの

都市防災機能の強化及び安全・安心な歩行空間の創出のため、電線共同溝を
調整するもの
道路改良工事／幹線第25号線電線共同溝整備工事（市役所前通り）

耐震診断の結果を受け、緊急輸送道路に指定されている横手橋の耐震補強
工事を行うもの

川口市交通体系将来構想の策定や川口市都市計画基本方針の改定を受け、
本市の道路網のあり方を検討するもの

安行近郊緑地保全区域を含む本市の市街化調整区域の現状について、自然
環境を保全しつつも調整区域が果たす多面的な役割について検討し、低未利
用地の利用促進に取り組むための調査を実施するもの

川口市交通体系将来構想に基づいた、バスの乗継拠点の整備を検討するもの

火葬施設の開設に向け、運用準備及び竣工後の施設の維持管理を行うもの

管 財 課

障 害 福 祉 課

子ども育成課

青少年対策室

保 健 衛 生 課

保健センター

経 営 支 援 課

グリーンセンター

産業労働政策課

道 路 建 設 課

都 市 計 画 課

都市交通対策室

22,882

12,735

80,000

28,665

2,256

114,702

7,245

9,176

76,117

10,403

52,576

4,000

7,496

10,820

5,368

8,673

17,600

市街地施設付
住宅除却事業

障害者福祉計画・
障害者自立支援
福祉計画策定事業

子どもの生活・
学習支援事業

母子父子寡婦福祉
資金貸付事業

いじめ防止推進事業

火葬施設開設
準備事業

子育て世代包括
支援センター事業

雇用促進・
人材育成事業

開園50周年関連事業

産業振興指針
策定事業

電線類地中化事業

横手橋耐震補強事業

道路網計画基礎
検討事業

安行近郊緑地保全
区域等土地利用
検討調査事業

バリアフリー基本
構想策定事業

バスターミナル
構想調査事業

鉄道駅ホームドア
整備費補助事業
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■平成29年度 新規事業概要-2 （単位：千円）

担　当　課 事　業　名 事　　業　　概　　要 予 算 額

39,178

78,455

12,550

51,387

8,910

149,640

111,360

54,980

112,364

20,600

7,389

28,334

14,850

345,000

310,000

993

9,742

第一種市街地再開発事業の手法を用いて、敷地等の共同化を進めることに
より、魅力ある市街地の形成を図るとともに、都市計画道路駅前六間通り線
の整備を行うことにより、防災性の向上を促進するもの

優良建築物等整備事業の手法を用いて、都市型住宅、地域貢献施設の整備等
を行うことにより、魅力ある市街地の形成を図るもの

優良建築物等整備事業の手法を用いて、都市型住宅、子育て支援施設の整備
等を行うことにより、魅力ある市街地の形成を図るもの

耐震性能が低いため未使用となっている校舎の解体を行うもの
対象校／芝西小学校・芝富士小学校（実施設計のみ）

近隣への砂塵飛散防止のため、中学校にスプリンクラーを設置するもの
対象校／仲町中学校

耐震診断の結果、耐震力が不足している社会教育施設について、耐震補強設
計を行うもの
対象施設／横曽根公民館・神根東公民館

領家公民館を併設の領家保育所との複合施設として建て替えるため、実施設
計等を行うもの
設計委託（平成28・29年度2カ年継続事業） 総事業費 3,797万3千円

耐震診断の結果、耐震力が不足している芝スポーツセンターの耐震補強設計
を行うもの

青木町公園の駐車場不足を解消するため、旧児童文化センター跡地に駐車
場を整備するもの

戸塚東部土地区画整理事業により計画された街区公園を整備するもの
全体面積 261㎡

芝東第6土地区画整理事業により計画された街区公園を整備するもの
全体面積 2,096㎡

荒川運動公園
施設運営費

青木町公園駐車場
整備事業

仮称戸塚東部
第5公園整備事業

仮称前川3丁目
第6公園整備事業

第2次緑の基本計画
策定事業

川口栄町3丁目
銀座地区第一種
市街地再開発事業

川口飯塚1丁目
3番地区優良建築物等
整備事業

川口本町4丁目
8番地区優良建築物等
整備事業

未使用校舎解体
整備事業

中学校スプリンクラー
設置事業

公民館耐震補強事業

領家公民館改築事業

芝スポーツセンター
耐震改修事業

東・西スポーツセンター
設備改修事業

青木町公園総合運動場
プール設備改修事業

オリンピック・
パラリンピック事前
キャンプ地誘致等事業

体育施設耐震
診断事業

公 園 課

み ど り 課

都市整備管理課

教 育 総 務 課

生 涯 学 習 課

ス ポ ー ツ 課

荒川運動公園の利便性の向上及び活性化のため、ドッグラン・バーベキュー場
の運営を行うもの

現行の緑の基本計画が計画期間満了となることから、新たに基本計画策定に
向けた検討を行うもの

東・西スポーツセンターについて、施設の維持・向上を図るため、空調設備等
の大規模改修を行うもの

青木町公園総合運動場プールについて、施設の維持・向上を図るため、ろ過機
等の大規模改修を行うもの

体育施設の耐震性能を確保するため、耐震診断を行うもの
対象施設／青木町公園総合運動場野球場管理棟・青木町公園総合運動場プ
ール棟

東京オリンピック・パラリンピックの事前キャンプ地誘致等の活動を行うもの


